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平成 28 年 月 日

平成 29 年度 ～ 平成 32 年度

一般 療養 精神 結核 感染症 計

91 22 2 115

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 計※

91 91

科目名

①

区分

高度急
性期、急
性期

（
１

）
地
域
医
療
構
想
を
踏
ま
え
た
役
割
の
明
確
化

地域医療構想における今
後の方向性(隠岐区域)

隠岐病院 現在の経営形態 公営企業法財務適用

隠岐病院の基本方針(島後地域)

内科、神経内科、外科、産婦人科、整形外科、小児科、皮膚科、
泌尿器科、精神神経科、眼科、耳鼻咽喉科、歯科口腔外科、腎臓
内科、救急科、麻酔科、リハビリテーション科
（計１６科目）

病 床 数

病床種別

一般・療
養病床
の病床
機能

※一般・療養病床
の合計数と一致
すること

平成37年（2025年）に
おける当該病院の具
体的な将来像
(島根県地域医療構想
との整合性について)

・本土への離島救急患者緊
急搬送にあたっては、本土
側医療機関の医師がドク
ターヘリ等に同乗するなど
受入れが円滑に行われる
よう、関係機関の連絡や調
整を行います。また、夜間
や天候不良時等の救急搬
送が円滑に行われるよう検
討します。

■当地域における６５歳以上人口推
計は、ほぼ横ばい（平成２７年度５，６
１９人→平成３７年度５，６２５人）７５
歳以上人口は増加傾向と推計されて
いることから一般病床の利用率は微
増の見込みです。（入院患者平均年
齢６８歳）

病 院 名

所 在 地 島根県隠岐郡隠岐の島町城北町３５５

策　　　　定　　　　日

対　　象　　期　　間

地域医療構想を踏ま
えた当該病院の果た
すべき役割
（対象期間末における
具体的な将来像）

診療科目

病
院
の
現
状

新公立病院改革プラン

団体コード

施設コード

団　　　　体　　　　名 隠岐広域連合

・隠岐圏域（島後地区）の人口は減少傾向にあるものの高齢者人口は増加
傾向にあり、２０２５年には高齢化率４７．７％となる見込みです。当院患者
の平均年齢は約７０歳であり、今後も患者数に大きな変動はないものと推計
しています。
　このような状況の中、当院は離島にある隠岐圏域（島後地区）唯一の入院
機能を有する総合病院、そして公立病院です。島内には、公立診療所３箇
所、民間開業医３箇所しかなく、当院が担うべき役割は、各種疾患への対
応、患者の状態像に即した幅広い一般医療のほか、救急・災害・人工透析・
小児・周産期・精神といった特殊部門、専門部門、不採算部門も担っていく
必要があります。
　診療体制としては、現状の１６診療科の維持を基本としますが、常勤医が
不在となっている診療科の継続性については、経営状況も踏まえて常勤医
の確保あるいは本土医療機関との医療機能の分化・連携による廃止等も含
め検討しなければならず、島民の経済的・体力的負担等も考慮し隠岐の島
町との調整が必要である。病床機能については、地域医療構想における必
要病床数を基本とし、平成２９年度に地域包括ケア病床を導入、また療養病
床の導入についても検討を行いますが、診療報酬改定等の状況も踏まえ、
施設の改築等の必要性も併せて検討していくこととします。

プ　ラ　ン　の　名　称 新公立病院改革プラン（隠岐病院）
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高度急
性期、急
性期

・円滑な緊急搬送体制の確立のため
には、本土側受入医療機関の協力
は必須であり、搬送対象患者の範囲
や受入医療機関の確認、荒天時の
他機関搬送の時間短縮や本土側医
療機関医師の同乗等について調整
する必要があり、島根県をはじめとし
た関係機関の協力を得ながら搬送体
制の強化に取り組みます。

・医療提供体制としては、幅広い医療
への対応の必要性から、総合診療医
の確保・育成への取組、ＣＴ・ＭＲＩ等
高度医療機器の維持、まめネットを
活用した患者情報の共有の強化に
努めることとします。特にまめネットの
加入率が低い状況にあることから、
住民への積極的な加入促進に取り組
みます。

・医療提供体制は医師確保
の状況に大きく左右され、
隠岐区域は自治医大卒医
師をはじめとする若手総合
診療医によるところが大きく
なっています。初期及び二
次救急や内視鏡治療等離
島で総合診療医が担うべき
医療技術を身につけたり、
相互研鑽を積むことができ
るような環境を整備します。

■地域医療構想における高度急性
期需要推計は、ほぼ横ばい（平成２５
年度６．０人→平成３７年度５．９
人）、急性期需要推計もほぼ横ばい
（平成２５年度３０．７人→平成３７年
度３０．３人）となっています。

・高度急性期医療については、現在
も約６５％が本土医療機関（松江、出
雲圏域等）での対応となっています。
人口動態や当院の医療提供体制等
（医療設備や医療従事者の状況）を
考慮すると、今後は更に本土の高次
医療機関での対応の必要性が高くな
るものと考えています。当院として
は、地域医療構想で推計された病床
数を維持するとともに、一定程度の
医療提供体制を確保することとしま
すが、本土の高次医療機関への搬
送体制の強化が必須であり、島根県
の協力を得ながら、高次医療機関等
との調整を図り、円滑な緊急搬送が
行われるように取り組みます。

・急性期医療については、現在も約４
５％が本土医療機関（松江、出雲圏
域等）での対応となっています。地理
的条件や周辺環境から、今後も初期
及び二次救急等については当院が
担っていく必要があり、高度急性期医
療と同様に地域医療構想で推計され
た病床数を維持するとともに、一定程
度の医療提供体制を確保することと
しますが、本土の高次医療機関への
搬送体制の強化が必須であり、島根
県の協力を得ながら、高次医療機関
等との調整を図り、円滑な緊急搬送
が行われるように取り組みます。

-2-



高度急
性期、急
性期

回復期

・地域包括ケア病棟等回復
期機能を担う病床の確保を
図ります。

・リハビリテーション職員の
確保や相互交流によるスキ
ルアップを行い、訪問リハ
や通所リハの充実を図りま
す。

・リハビリテーション職員に
よる現任訓練等訪問系・通
所系サービスの支援を行う
ための地域リハビリテーショ
ンの拠点づくりを図ります。

・訪問看護や訪問介護に従
事する職員の確保にあたっ
ては、人材バンクの整備や
事業所の集約とサテライト
化等広域的に対応し、有効
活用を図ります。

■地域医療構想における回復期需
要推計は、１１．５人（３４．３％）増加
（平成２５年度３３．５人→平成３７年
度４５．０人）となっています。

・回復期医療については、現在約４
０％程度が本土医療機関での対応と
なっていますが、医療機関の機能分
化等の観点から今後は約７５％程度
を当院で担っていく必要があると考え
ています。これは、医療機関連携に
よって高度急性期、急性期を本土医
療機関で対応した患者の受入れを
行っていく必要があるためです。ま
た、地域包括ケアシステムの構築の
中で、自宅、介護施設、病院を循環し
ながら住み慣れた地域で安心して医
療を受けることの出来る体制の構築
も図る必要があり、これらへの対応と
して、平成２９年度に地域包括ケア病
床を導入します。

・人材の確保及び育成については、
人材育成センター（仮称）を設置し、
研修医や実習生、看護学生、小中高
生等の幅広い層の受入体制の再構
築と充実及び情報発信の強化を図り
ます。特に総合診療専門医の確保・
育成に関しては専門研修基幹病院で
ある島根大学附属病院、島根県立中
央病院と連携し、選ばれる協力病院
として指導医の育成、研修センターの
整備、町立診療所との連携に取り組
みます。

・回復期医療の提供にあたり地域包
括ケア病床でのリハビリテーションの
提供はもとより、入院患者、外来患者
へのリハビリテーションの提供体制の
確立及び、人材育成にも取り組んで
いく必要があります。また、島内には
民間の通所リハ、訪問リハ事業所が
１箇所あるのみであることから、地域
リハビリテーションの拠点施設として
の役割を担っていく必要があり、職員
のスキルアップ等への取組を行って
いきます。

・訪問看護については、当院の他に
島内に公立１箇所、民間１箇所の事
業所がありますが、公立の１箇所に
ついては、統合も視野に入れながら
民間での対応が困難な部分について
対応するとともに、へき地への訪問
看護の提供体制として公立診療所を
ベースにしたサテライト化についても
検討していく必要があります。
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在宅医
療等

慢性期

・高齢者人口の増加に伴い、介護必
要度の高い患者が増加傾向にありま
すが、介護人材が不足している状況
にあります。病院に限らず、介護事業
所においても不足している状況にあ
ることから、隠岐の島町や社会福祉
協議会等と連携して介護人材の確保
育成に取り組んでいく必要がありま
す。

・介護スタッフが医師の診
立てをタイムリーに受けや
すくするためにＩＣＴの導入
を図ります。

・医療や介護従事者のがん
緩和ケアの知識、薬物療法
や化学療法、がん看護や疼
痛ケア、グリーフケア等の
修得を図ります。

・在宅患者が肺炎等で病状
が急変した場合に速やかに
対応するために病診連携の
強化を図ります。

■地域医療構想における在宅医療
等需要推計は、２２．６人（８．２％）増
加（平成２５年度２７５．６人→平成３
７年度２９８．２人）となっています。

・在宅医療については、人員不足等
の状況から現在は対応できていない
状況にあります。しかしながら、高齢
者人口の増加に伴い、高齢夫婦世帯
や高齢者単身世帯が増加している状
況にあり、在宅医療の需要は増加し
ていくことが見込まれていることか
ら、在宅医療の提供体制の整備は必
須であると考えており、医師をはじめ
とした医療スタッフの確保を図り、在
宅医療の提供体制を構築していきま
す。

・病院の医師等が地域ケア
会議等に効率的に参加でき
るようにするとともに、病診
連携や病院と介護保険施
設間のサービス調整がタイ
ムリーに行えるようにするた
めに、ＩＣＴの導入を図りま
す。また、クリティカルパス
と入所基準の合理化を図り
ます。

・介護人材の不足に対応す
るため、地元住民の資格取
得の支援、魅力ある職場づ
くりと人材の掘り起こし、Ｕ・Ｉ
ターン希望者の職場や生活
体験による定着化等による
量の確保を図るとともに、よ
り高度な介護を行うことが
できるような質の確保を図
ります。

■地域医療構想における慢性期需
要推計は、９．５人（３７．１％）増加
（平成２５年度２５．６人→平成３７年
度３５．１人）となっています。

・慢性期医療については、現在一般
病床において対応していますが、高
齢者人口の増加に伴い患者数が増
加傾向にある中、療養型病床の導入
について検討する必要があります。し
かしながら、診療報酬体系の問題や
当院の病棟等の施設の問題もあり、
改築等も視野に入れながら検討して
いくこととします。

・回復期、慢性期の患者については
開業医や町立診療所、介護保険
サービスとの連携は不可欠であり、
病診連携はもとより、地域ケア会議
等への積極的な参加と患者情報の
共有化を図っていきます。

-4-



在宅医
療等

・誤嚥性肺炎予防のための
口腔ケア等、院内や介護保
険施設内の感染予防対策
の取組を強化します。

・サービス付き高齢者向け
住宅や高齢者専用シェアハ
ウスなどの整備、近居等高
齢者の住まいを整備すると
ともに、食の確保や医療へ
のアクセスの確保により、
高齢者が安心して生活でき
る環境の確保を図ります。

・在宅医療の提供には多職種の連携
が必要であり、医師をはじめとした医
療スタッフの地域ケア会議への積極
的な参加と在宅医療提供体制の整
備を図ります。

・当院における在宅医療の中核部門
となる地域連携部については、社会
福祉士、精神保健福祉士、看護師等
の配置を充実し、退院調整等をはじ
めとした関係機関との連携、訪問診
療や訪問看護（医療、精神）の提供、
訪問リハの提供に対応していきま
す。

・予防医療への取組として、健診・ドッ
ク等の受診率アップにむけて隠岐の
島町と連携しながら取り組んでいきま
す。

・認知症に対しては、日常
診療における重症度の把
握等かかりつけ医の取組の
推進と精神科医師との連携
を強化し、症状に応じた医
療が提供できるような体制
を整備します。介護保険施
設では身体合併症に適切
に対応できるようにします。
また、住民に認知症につい
ての正しい知識の普及を図
ります。

・町村の特定健康診査やが
ん検診による早期発見・早
期治療や病気の重症化防
止の取組、健康づくりの取
組の強化を図ります。

・在宅患者に薬剤師による
服薬指導が行えるよう体制
整備を行います。

・訪問看護や訪問歯科診療
の充実を図ります。

・医師、歯科医師、薬剤師、
看護師、歯科衛生士等の多
職種連携の強化を図るとと
もに、医療や介護従事者等
多職種によるアウトリーチ
の取組を推進します。

・在宅医療の提供にあたっては、町
立診療所や開業医、介護サービス事
業所との連携は不可欠であり、町立
診療所をベースとしたサテライト化
（訪問診療、訪問看護等）の検討、ま
めネット等を活用した情報の共有化
を図ります。

・認定看護師（緩和ケア）を中心に、
医師、薬剤師等が連携してがん患者
対応のスキルアップを図っていきま
す。
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その他

・町村の医療担当部署設置
を促し、公立診療所医師の
確保と定着の取組や病院と
連携した独自医師の確保
のための取組を図ります。

・公的医療機関において在
宅医療にも従事する医師の
確保を図ります。

・人工透析を継続して受け
ることができるような体制を
維持します。

・研修医や実習医、看護学生、小中
高生等幅広い層の受入体制の再構
築と充実及び情報発信の強化等を図
るための組織（人材育成センターの
設置）を整備し、人材確保及び人材
育成に努める。特に医師確保に対し
ては、当院に必要となる総合診療専
門医の確保・育成が重要となることか
ら、専門研修基幹病院である島根大
学附属病院、島根県立中央病院と連
携し、選ばれる協力病院として指導
医の育成、研修センターの整備、町
立診療所との連携に取り組んでいき
ます。

・増加傾向にある人工透析について
は、今後も継続して対応できるように
常勤医師の確保に取り組みます。

・精神科系、外科系、整形
外科系、眼科系、産婦人
科、小児科等専門性の高い
医師確保については、県や
町村、大学、病院等による
医師確保の取組や代診医
制等による医療機関間の
連携を強化します。

・当院の常勤医師は、県や大学等の
支援により確保されている所です。当
院の果たすべき役割を踏まえると複
数の診療科医師が必要であり、今後
も県や大学からの支援は必須です。
しかしながら、当院独自での医師確
保にも取り組んでいく必要があり、県
や町村の協力を得ながら、医師確保
対策に取り組んでいきます。

・この１０年以内に変動する
医療需要には病院の病床
数の増減や病床機能の内
訳の見直し等により対応し
ます。また、入院機能ある
いは入所機能を有し、医療
需要の変動に臨機応変に
機能が変換できる施設の整
備を図ります。

・また、医師・看護師・薬剤
師・各種療法士等の医療ス
タッフだけでなく、社会福祉
士等の地域連携スタッフ、
慢性期患者を受け入れるた
めの介護スタッフ、各種医
療費の手続きや金銭管理
等患者の高齢化にともない
煩雑化する事務や医療ス
タッフの補助を行う事務職
員等の病院スタッフの確保
を図ります。

・病床機能については、地域医療構
想で示された必要病床数をベースに
対応していくものとしますが、今後の
医療需要の変動に対応できるよう
に、診療報酬の改訂も踏まえながら
施設の改築等について検討していき
ます。

・医療スタッフの確保対策にも繋がり
ますが、地域連携部を中心に社会福
祉士、精神保健福祉士による煩雑化
する事務への対応、介護スタッフや
医師事務作業補助者等の医療スタッ
フを支える人材の確保・育成にも取り
組んでいきます。

2025年
の医療
需要に
対応す
るため
の医師
確保
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住民や
その家
族が老
後をど
のように
送るか
を考え、
選択で
きるよう
にする
社会の
構築

②

③ 一般会計負担の考え
方（繰出基準の概要）

　基本ベースは、総務省より通知される「地方公営企業操出金について」に
定められている通りとなりますが、隠岐圏域における当院の役割を果たすた
めに必要となる経費については、構成団体と協議の上、操出を求めることと
なります。しかしながら、地方公営企業として、独立採算制の追求は継続的
に行わなければなりません。これらの事を踏まえた現行の操出項目は次の
とおりです。
①病院の建設改良に要する経費
②精神病院の運営に要する経費
③リハビリテーション医療に要する経費
④救急医療の確保に要する経費
⑤高度医療に要する経費
⑥感染症病床に要する経費
⑦経営基盤の強化対策に要する経費
⑧その他（人材育成・人員確保対策、不採算地区病院運営費等）
⑨過疎・辺地償還負担金

・医療や介護資源の情報提
供を行うとともに、住民向け
のシンポジウム等を行い、
住民が老後の生活を自発
的に考え、「自助」「互助」の
取組が進むような社会的気
運の醸成を図ります。

・平成１９年度から取り組んでいる
「医々とも座談会」をはじめ、隠岐病
院広報誌「まめなかの」を中心に住民
に対して情報提供を行うとともに、隠
岐の医療を考える会との連携を図
り、住民が老後の生活を自発的に考
え、「自助」「互助」の取組が進むよう
な社会的気運の醸成を図ります。

地域包括ケアシステ
ムの構築に向けて果
たすべき役割

・隠岐の島町、隠岐広域連合介護保険課を中心に隠岐の島町の地域包括
ケアシステムの構築を図っていくこととなると考えていますが、医療分野に
ついて島内の医療資源の現状を考慮すると、当院の果たすべき役割は非
常に大きいものと認識しています。
　人口減少が続く中、高齢者数は増加傾向にあり、高齢者夫婦世帯、高齢
者単身世帯の増加が予想されますが、　島民が終末期を本人が望む環境
で迎えられるように、状態像に応じて自宅・病院・介護施設を循環しながら地
域全体で対応していく必要があります。しかしながら、隠岐圏域の介護保険
施設の定員数は高齢者人口比では県内トップレベルにあるものの入所待機
状態が続いており、退院調整に苦慮している状況にあることから、圏域内に
ない軽費老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅等の新たなサービス施
設の整備などの対策が必要です。当院も平成２９年度に導入を予定してい
る地域包括ケア病棟（病室）の適切な運用を行っていきます。
　また、予防医療・在宅医療への対応として町立診療所や開業医との連携
強化はもとより、保健・医療・福祉（介護）の関係機関との連携強化（多職種
連携）に向け、各種専門職員の配置など地域連携部門の充実を図ります。
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④

26年度
（実績）

27年度
(実績)

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 備考

救急患者数（人） 4,075 4,175 4,100 4,100 4,100 4,100 4,100

手術件数（人） 581 715 600 610 620 630 640

分娩件数（人） 123 99 100 100 100 100 100

助産件数（人） 37 26 25 25 25 25 25

訪問看護件数（件） 65 65 30 30 40 50 150

精神科訪問看護件数（件） 110 146 170 220 270 320 370

患者紹介率（％） 32.2 31.5 32.0 35.0 35.0 35.0 35.0

患者逆紹介率（％） 30.4 24.8 28.0 30.0 30.0 30.0 30.0

2)その他 26年度
（実績）

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 備考

患者満足度（４段階評価） 3.3 3.2 3.3 3.4 3.5 3.6 3.7

研修医受入数（人） 14 11 18 20 20 20 20

学生実習受入数（人）：医学生・看護学生等 89 145 150 160 170 180 190

人間ドック件数（件） 424 446 450 460 470 480 490

健診件数（件） 2,766 2,793 2,800 2,900 3,000 3,100 3,200

⑤

①

1)収支改善に係るもの 26年度
（実績）

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 備考

経常収支比率（％） 99.6 102.3 95.4 92.8 95.8 98.6 100.0

医業収支比率（％） 58.0 75.9 78.6 71.0 70.7 73.8 75.2

26年度
（実績）

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 備考

職員給与費の対医業収益比率（％） 74.4 71.0 79.3 82.8 80.3 79.1 78.8

後発薬品採用率（％） 13.7 13.3 13.5 14.0 15.0 16.0 17.0

26年度
（実績）

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 備考

病床利用率（％）：一般病床 78.4 84.2 79.0 80.0 81.0 82.0 83.0

平均在院日数（日）：一般病床 12.1 12.0 12.0 12.0 12.0 12.0 12.0

１日当たり外来患者数（人） 460.9 476.0 460.0 460.0 460.0 460.0 460.0

26年度
（実績）

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 備考

医師数（名） 16 16 15 16 16 16 16

内部留保資金残高（千円） 832,110 948,136 750,000 750,000 750,000 750,000 750,000

経営指標に係る数値目標

2)経費削減に係るもの

3)収入確保に係るもの

4)経営の安定性に係るもの

医療機能等指標に係る数値目標

1)医療機能・医療品質に係るもの

住民の理解のための
取組

・平成１９年から開催している、医々とも座談会、隠岐病院広報誌「まめなか
の」隠岐病院ホームページ等を通じて住民への説明等を行いながら病院へ
の理解を深めて頂く取り組みを行っていきます。また、離島隠岐の医療を考
える会や地域医療支援コーディネーター等の活動の中で、住民参加の学習
会等を計画実施していきます。

（
２

）
経
営
の
効
率
化
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②

③ 民間的
経営手
法の導
入

事業規
模・事業
形態の
見直し

経費削
減・抑制
対策

・経営改革計画の策定や地域包括ケア病床の平成２９年度中の
導入を目指して検討を進めている所であり、これにあわせて人員
配置の見直しを行い、適正な人員配置計画（年次計画）を策定し
ます。
・院内に設置している薬事委員会において、採用薬品の検証を
行っており、今後も継続して後発薬品の採用数の増に向けて取り
組んでいきます。
・経営改革計画策定後は、職員に対する定期的な経営状況の報
告及び経営研修会を開催することとしており、職員が常に経営感
覚を持ちながら業務を遂行するような対策を講じます。

経常収支比率に係る
目標設定の考え方（対
象期間中に経常黒字化
が難しい場合の理由及
び黒字化を目指す時
期、その他目標設定の
特例を採用した理由）

・経常収支比率については、平成２７年度において１００％を達成していま
す。しかしながら、平成２８年度見込みでは１００％を下回っており、患者数
の増減に大きく影響を受けています。しかしながら、独立採算制を目指すう
えで経常収支比率１００％は必須であり、患者数の確保による収益増、経費
の抑制対策等による費用減等を図りながら平成３２年度に経常収支比率１
００％を目指します。ただし、構成団体からの操出金との関連性もあることか
ら、適切な操出ルールによる操出金を確保していきます。

・新公立病院改革プランの策定にあわせて隠岐病院経営改革計
画を策定することとしており、同計画には、更に詳細な改革計画を
明示し職員全体に周知していくこととしています。その中で、幅広
い分野での業務委託による民間のノウハウを活用していきます。
また、外部団体開催の経営研修会等への参加はもとより、院内に
おいて定期的な経営研修会を開催するとともに、経営状況の報告
を行いながら、経営改善に取り組んでいきます。

・島根県地域医療構想を踏まえた当院の果たすべき役割や地理
的条件、周辺環境から現状の事業規模及び事業形態が適切であ
ると認識しています。従って、当面の間は見直しの検討は行いま
せん。

目標達成に向けた具
体的な取組（どのよう
な取組をどの時期に
行うかについて、特に
留意すべき事項も踏
まえ記入）

上記数値目標設定の
考え方

・公立病院の究極の目的は「公・民の適切な役割分担の下、地域において
必要な医療提供体制の確保を図り、その中で公立病院が安定した経営の
下で、へき地医療・不採算医療や高度・先進医療等を提供する重要な役割
を継続的に担っていくことができるようにする。」ことです。これらの達成に向
け、経営指標としては独立採算制の確立のため、経常収支比率１００％を目
指すべく目標設定を行いました。
・収支改善に係るものとして、経常収支比率を目標設定しました。この目標
は経営改善には必須の項目であり、収入確保対策、経費削減対策への取
り組みにより計画最終年度の平成３２年度に１００％を目指すこととしまし
た。
・経費削減に係るものとして、職員給与費の対医業収支比率を目標設定し
ました。当院は外来患者数の状況や現状診療体制の維持のための大学等
からの医師派遣により類似病院よりも給与費率は高い状況にあります。今
後は、効率的な業務運用の検討等による人員配置の見直し等を行い、比率
の削減を目指すこととしました。
・収入確保に係るものとして、病床利用率及び外来患者数、平均在院日数
を目標設定しました。経常収支比率１００％を目指すには、病床利用率が８
３％以上を一つの目安としており、適切な病床管理により目標達成を目指す
こととしました。また、外来患者数については、高齢人口の増加に伴い、若
干の増加も予想されますが、患者数の増減は職員数増減による収支への
影響、外来待間等の医療の質にも影響することから、収支バランスや患者
満足度等も考慮し現状維持の目標設定としました。
・経営の安定性に係るものとして、医師数及び内部留保資金残高を目標設
定しました。当院の役割を果たすべき医療提供体制確保のためには現状の
医師数の確保が必要と考えています。また、安定的な運転資金として７億５
千万円をラインと考えており、このラインの維持に努めることとした。
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収入増
加・確保
対策

その他

④

<時　期>

<時　期>

（
４

）
経
営
形
態
の
見
直
し

経営形態の現況
（該当箇所に✔を記入）

経営形態の見直し（検討）の
方向性
（該当箇所に✔を記入、検討
中の場合は複数可）

地理的条件及び周辺環境を踏まえ、見直しは検討しません。

二次医療又は構想区域
内の病院等配置の現況

二次医療圏域内には、入院機能を有した医療機関が２か所ありますが、当
院が所在する島には当院のみであり、その他の医療機関として公立診療所
が３ヶ所、開業医が３ヶ所あるのみ。

当該病院に係る再編・ネッ
トワーク化計画の概要

地理的条件及び周辺環境を踏まえ、再編・ネットワーク化は検討し
ません。

・全職員に対する定期的な診療報酬学習会を開催することによ
り、職員のコスト意識を高め、診療報酬の請求漏れや査定対策
等、適切な診療報酬の算定による収入確保対策を図ります。
・予防医療への積極的な取り組みとして健診・ドックの受診率向上
に向けた普及活動を隠岐の島町等の関係機関と連携しながら取
り組んでいきます。
・在宅医療への積極的な取り組みとして、項目は多数あるが特に
訪問リハ、訪問看護（医療・介護）、精神科訪問看護への取り組み
から進めて行くこととします。

・医師をはじめとした医療スタッフの確保対策として受け入れ体制
の整備を図るとともに、関係機関へのアプローチを積極的に行っ
ていきます。
・安定的な運営のために構成団体からの操出金の確保図るため、
適正な操出ルールについて構成団体と協議をしていきます。

＜内　容＞

（注）
１詳細は別紙添付可
２具体的な計画が未定の
場合は、①検討・協議の
方向性、②検討・協議体
制、③検討・協議のスケ
ジュール、結論を取りまと
める時期を明記すること。

新改革プラン対象期
間中の各年度の収支
計画等

別紙１記載

経営形態見直し計画の概
要

当該公立病院の状況

＜内　容＞

（注）
１詳細は別紙添付可
２具体的な計画が未定の
場合は、①検討・協議の
方向性、②検討・協議体
制、③検討・協議のスケ
ジュール、結論を取りまと
める時期を明記すること。

（
３

）
再
編
・
ネ

ッ
ト
ワ
ー

ク
化

施設の新設・建替等を行う予定がある

病床利用率が特に低水準（過去３年間連続して70％未満）

地域医療構想等を踏まえ医療機能の見直しを検討する必要がある

公営企業法財務適用 公営企業法全部適用 地方独立行政法人

指定管理者制度 一部事務組合・広域連合

公営企業法全部適用 地方独立行政法人 指定管理者制度 民間譲渡

診療所化 老健施設など、医療機関以外の事業形態への移行
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※
点
検
・
評
価
・
公
表
等

点検・評価・公表等の体
制
(委員会等を設置する場合
その概要）

院内に「経営改革推進委員会」を設置しており、同委員会で点検・評価を行
います。
また、その内容について構成団体からの意見を聴取し、確定したものを公表
します。
「経営改革推進委員会」
院長、副院長、診療部長、看護部長、医療技術部長、事務部長、地域連携
部長、医療安全管理者、総務課長、経営課長、経営係長

公表の方法 ホームページに掲載

その他特記事項

（５）（都道府県以外記載）新改革
プラン策定に関する都道府県か
らの助言や再編・ネットワーク化
計画策定への都道府県の参画
の状況

策定にあたり、構成団体である島根県の意見を聴取します。

点検・評価の時期(毎年○
月頃等）

点検評価については、決算が確定した段階で実施する予定としており、毎
年９月議会にて決算報告を行うことから、９月から１２月にかけて実施するこ
ととします。また、１月の正副連合長会議、２月の広域連合議会を経て公表
します。
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(別紙１） 団体名
（病院名）

１．収支計画　（収益的収支） (単位：百万円、％)

　　 年 度

 区 分

１. ａ 2,136 2,220 2,377 2,169 2,085 2,150 2,185 2,220

(1) 2,081 2,175 2,319 2,121 2,035 2,100 2,130 2,160

(2) 55 45 58 48 50 50 55 60

２. 546 742 779 823 725 714 753 797

(1) 485 532 543 607 612 610 630 670

(2) 44 45 69 64 59 45 45 45

(3) 141 154 140 42 47 66 70

(4) 17 24 13 12 12 12 12 12

(A) 2,682 2,962 3,156 2,992 2,810 2,864 2,938 3,017

１. ｂ 3,680 2,926 3,023 3,054 2,948 2,913 2,904 2,940

(1) ｃ 1,629 1,652 1,687 1,719 1,726 1,727 1,728 1,750

(2) 482 512 546 525 462 483 490 497

(3) 442 464 490 497 477 480 480 480

(4) 271 268 269 275 251 188 171 178

(5) 856 30 31 38 32 35 35 35

２. 58 48 63 81 80 77 77 77

(1) 22 21 19 18 18 17 17 17

(2) 36 27 44 63 62 60 60 60

(B) 3,738 2,974 3,086 3,135 3,028 2,990 2,981 3,017

経 　常 　損 　益 　(A)－(B) (C) ▲ 1,056 ▲ 12 70 ▲ 143 ▲ 218 ▲ 126 ▲ 43 0

１. (D)

２. (E) 18 318 79 198

特　別　損　益　(D)－(E) (F) ▲ 18 ▲ 318 ▲ 79 ▲ 198 0 0 0 0

▲ 1,074 ▲ 330 ▲ 9 ▲ 341 ▲ 218 ▲ 126 ▲ 43 0

(G) 1,981 2,311 2,320 2,661 2,879 3,005 3,048 3,048

(ｱ) 921 1,009 1,157 1,100 1,100 1,100 1,100 1,100

(ｲ) 205 375 407 307 321 358 364 360

　

(ｳ)

(Ａ)
（Ｂ）
(ｵ)
ａ
ａ
ｂ
c
a

(H)
ａ

▲ 634 ▲ 750

▲ 28.6 ▲ 31.6

78.4 84.2

▲ 28.6 ▲ 31.6

75.9 78.6

74.4 71.0

▲ 750▲ 634

99.6 102.3

▲ 33.5 ▲ 36.6

77.2 76.5 76.5 78.0 80.0 82.0

79.1 78.8

▲ 736 ▲ 740

▲ 37.4 ▲ 34.5

82.8 80.3

▲ 33.7 ▲ 33.3

73.8

▲ 716 ▲ 793 ▲ 779 ▲ 742

▲ 33.5 ▲ 36.6

76.3 79.3

58.0 71.0 70.7

▲ 37.4 ▲ 34.5

71.7 95.4 92.8 95.8

▲ 33.7

98.6 100.0

75.2 75.5

▲ 33.3

隠岐広域連合立隠岐病院

▲ 716 ▲ 793 ▲ 779 ▲ 742 ▲ 736 ▲ 740

32年度

収
 
 
 
 
 
 
 
 

入

医 業 収 益

料 金 収 入

そ の 他

う ち 他 会 計 負 担 金

30年度

医 業 外 収 益

他 会 計 負 担 金 ・ 補 助 金

国 ( 県 ) 補 助 金

減 価 償 却 費

そ の 他

医 業 外 費 用

31年度25年度(実績) 28年度(見込) 29年度27年度(実績)26年度(実績)

長 期 前 受 金 戻 入

特
別
損
益

特 別 利 益

特 別 損 失

そ の 他

経 常 収 益

支
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出

医 業 費 用

職 員 給 与 費

材 料 費

経 費

支 払 利 息

そ の 他

経 常 費 用

又 は 未 発 行 の 額

純 損 益 (C)＋(F)

累 積 欠 損 金

不
 

良
 

債
 

務

流 動 資 産

流 動 負 債

う ち 一 時 借 入 金

翌 年 度 繰 越 財 源

当 年 度 同 意 等 債 で 未 借 入
(ｴ)

差引
不 良 債 務

(ｵ)
｛ ( ｲ )-( ｴ ) ｝ -{( ｱ )-( ｳ )}

経 常 収 支 比 率 ×100

不 良 債 務 比 率 ×100

医 業 収 支 比 率 ×100

資 金 不 足 比 率 ×100

職員給与費対医業収益比率 ×100

地方財政法施行令第15条第１項
により算定した資金の不足額 (H)

病 床 利 用 率
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団体名
（病院名）

２．収支計画（資本的収支） (単位：百万円、％)

　　 年 度

 区 分

１. 12 32 53 43 160 45 102 81

２.

３. 172 179 208 194 217 108 183 168

４.

５.

６. 23 3 13 0 0 0 0 0

７. 4 3 9 9 8 7 7 7

(a) 211 217 283 246 385 160 292 256

(c)

純計(a)－{(b)＋(c)} (A) 211 217 283 246 385 160 292 256

１. 48 45 117 87 322 92 204 166

２. 150 151 153 147 51 61 98 104

３.

４. 24 28 22 20 22 22 22 22

(B) 222 224 292 254 395 175 324 292

差　引　不　足　額　(B)－(A) (C) 11 7 9 8 10 15 32 36

１. 11 7 9 8 10 15 32 36

２.

３.

４.

(D) 11 7 9 8 10 15 32 36

補てん財源不足額　(C)－(D) (E) 0 0 0 0 0 0 0 0

(E)－(F) 0 0 0 0 0 0 0 0

３．一般会計等からの繰入金の見通し

(    19) (    38) (    37) (    54) (    53) (    54) (    55) (    55)

485 532 543 607 612 610 630 670

(    84) (    91) (    77) (    81) (    30) (    30) (    30) (    31)

172 179 208 194 217 108 183 168

(    103) (    129) (    114) (    135) (    83) (    84) (    85) (    86)

657 711 751 801 829 718 813 838

（注）
1
2

26年度(実績) 27年度(実績)

26年度(実績) 27年度(実績)

隠岐広域連合立隠岐病院

32年度31年度25年度(実績) 28年度(見込) 30年度

(b)
支 出 の 財 源 充 当 額
う ち 翌 年 度 へ 繰 り 越 さ れ る

29年度

そ の 他

収 入 計

他 会 計 補 助 金

国 ( 県 ) 補 助 金

企 業 債

他 会 計 出 資 金

前年度許可債で当年度借入分

支
　
　
出

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

そ の 他

支 出 計

収
　
　
　
　
　
　
入

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金

補
て
ん
財
源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

当 年 度 同 意 等 債 で 未 借 入
(F)

又 は 未 発 行 の 額

実 質 財 源 不 足 額

　「基準外繰入金」とは、「地方公営企業繰出金について」（総務副大臣通知）に基づき他会計から公営企業会計へ繰り入れられる繰入金以外の繰入金をいう
ものであること。

合　　　計

収 益 的 収 支

1．複数の病院を有する事業にあっては、合計表のほか、別途、病院ごとの計画を作成すること。
2．金額の単位は適宜変更することも可能。（例）千円単位。

資 本 的 収 支

　（　）内はうち基準外繰入金額を記入すること。

(単位：百万円）

31年度 32年度25年度(実績) 28年度(見込) 29年度 30年度
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